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市域に占める住居系用途面積割合

市域に占める農用地面積割合

2,154

市域に占める地域森林計画対象森林面積割合

H24実績
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成果指標名

土地の有効活用と地域の均衡ある発展を図る。
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近隣との比較
本市の市街化区域の割合は32.9％となっている。近隣市町との比較は、各市域の土地利用の動向や方向性、地
形、面積規模の違いがあり単純比較は出来ない。突出した市を除けばほぼ平均的である。

市民

市民意識 重要度 高い 満足度 低い

H26見込 H27見込単位

4.7

土地は限られた地域資源として認識し、土地利用計画に基づき周辺環境との調和をはかりつつ効果的・
効率的な利用に努める。
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指標設定の考え方と把握方法 良好な住環境の確保指標として市街化区域内住居系用途の面積を把握する。
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調和のとれた土地利用の指標として農振農用地面積を担当課から把握する。指標設定の考え方と把握方法
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市域に占める地域森林計画対象森林面積割合

成果指標名
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まちづくりの基礎資源として地籍調査済み等の面積を担当課より把握する。

H27見込
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76.3

成果指標名 H25計画

75.1

4.7

調和のとれた土地利用の指標として地域森林計画対象森林面積を担当課から把握する。
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施策評価シート

H28見込

66.1 67.2 67.2

都市建設部次長　村澤　良文評価年度 平成２５年度 事業実施年度 平成２４年度 施策主管次長名

H25計画

◆総合計画に沿った「まちづくり基本計画」で適正な開発指導やまちづくり土地利用条例の手続きに努める。
◆市街化調整区域内の地区計画運用方針（ガイドライン）を活用し、バランスの取れた住宅地、工業地の配置を
図り、さらに新しい法整備が行われれば計画的な土地利用の推進を図る。
◆機能的な中心市街地の形成を図る。
◆土地の有効利用を促進するための基礎資料となる地籍の明確化を図るための地籍調査事業を計画的に進め
る。

◆成果目標については4項目ともにほぼ計画のとおりの数値となっている。
◆農振農用地及び地域対象民有林の減少。

・「農振農用地」面積は、平成22年度から平成24年度の３年間に４ｈa減少している。
・「地域森林計画対象森林」の面積は、平成22年度から平成24年度の３年間に２ha減少している。
･地籍調査等は、平成22年度65ｈａ，平成23年度は１２３ｈａ，平成24年度は３７ｈａの完了面積が増加した。

ｈａ 2,154

地域の特色ある土地利用計画を尊重し実現に向けた支援と法手続きを行なう。

H24計画

75.6

平成24年度市民アンケート調査による

対象指標名

市街化区域面積

市街化調整区域面積

人口

ｈａ 1,057 1,057 1,057

(26年度の取り組み)
・地籍調査事業では、福谷第3地区、東山第3地区の完了、第19条第5項（国土交通大臣又は事業所管大臣が地
籍調査の成果と同等以上の精度又は正確さを有すると認めたもの）の指定については、根浦特定土地区画整理
と土地改良事業(三好下)を予定している。
・農振農用地については、ひきつづき優良農地として転用を極力抑制し、安心・安全な農作物の生産に努める。
・地域対象民有林は、水源涵養、山地災害防止、快適環境形成など、それぞれの機能をもっているので、ひきつ
づき適正な保全管理に努めるとともに、地域住民と連携して健全な森林育成に努める。


